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第４６回大阪府環境審議会 

平成２４年１１月１９日 

 

司会（足立主査）  長らくお待たせいたしました。定刻になりましたので、た

だいまから第４６回大阪府環境審議会を開催させていただきます。 

 本日司会を務めさせていただきますのは、環境農林水産部環境農林水産総務

課の足立でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 皆様方には、大変お忙しい中ご出席賜りまして、まことにありがとうござい

ます。 

 それでは、会議に先立ちまして、環境農林水産部長の中村からあいさつ申し

上げます。 

中村環境農林水産部長  大阪府環境農林水産部長の中村でございます。第４６

回大阪府環境審議会の開会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げさせて

いただきたいと存じます。 

 委員の皆様方におかれましては、ご多忙のところ、本日もご出席を賜りまし

て、まことにありがとうございます。心から感謝を申し上げます。また、審議

会の委員、先生方におかれましては、委員としてのお立場のみならず、平素か

ら環境行政はもとより、大阪府政の推進に当たりまして、格別のご理解やご指

導を賜っております。重ねて御礼を申し上げたいと思います。 

 まず初めに、もう１つのお礼を申し上げたいと存じます。ご案内のとおり、

今年の夏、極めて厳しい電力需給の逼迫ということが見込まれました。このた

めに本府におきまして、関西広域連合等とも連携しながら、事業者並びに府民

の皆様方に節電の取り組みをさまざまな形で呼びかけてまいり、またその取り

組みのご協力もお願いしてまいりました。ご案内のとおり、おかげさまをもち

まして、今年の夏につきましては最悪の事態を想定した計画停電の備えもいた

しておったわけでございますけれど、そういったことを含めまして、危機的な

電力需給の逼迫ということにつきまして、府民の皆様のご理解による節電、加

えて供給力の増加に伴いまして、そういった事態を回避することができたわけ

でございます。改めて御礼を申し上げたいと思います。 

 なお、この冬の状況につきましては、国及び電力会社の見込みによりますれ



 －2－

ば、今の状態で推移すれば安定的に需給は推移するということでございますけ

れど、私ども大阪府を含めまして、近畿の多くの府県、政令市で構成いたして

おります関西広域連合において議論いたしました結果、この夏、皆様方にご努

力を頂戴して定着いたしました節電について、ぜひ省エネルギーという観点か

らも引き続き取り組みの維持、定着を図ってまいりたいという観点から、一応

の申し合わせとして、６％をめどといたしまして引き続き取り組みを、呼びか

けてまいるという形で行っていこうということを構成団体で確認し、今それぞ

れに対して、府民の皆様等々にご案内、ＰＲ、啓発をさせていただいておると

いうところでございます。委員の先生方におかれましては、その趣旨をご理解

賜りますればと思っているところでございます。 

 さて、本日は、今申し上げました節電、エネルギーとも関わりましての、既

にこれまでご諮問申し上げましたエネルギー部会からの新たなエネルギー社会

づくりに関する報告、それから水質規制部会さんから、亜鉛含有量の排水基準

に係る経過措置の見直し並びにカドミウム及びその化合物に係る排水基準の見

直しに関しまして、さらに、生活環境の保全に関する取り組みに関わりまして

は生活環境部会から、それぞれ部会の先生方においてご議論いただき、お取り

まとめいただいた報告を、本日ご報告いただく予定でございます。 

 本審議会の委員の先生方におかれましては、どうぞそれらに対しまして、そ

れぞれのお立場、専門分野から忌憚のないご意見などを頂戴いたしまして、私

どもが頂戴いたします答申がより豊かなものとなりますように、お願い申し上

げたいと存じ上げます。 

 また、部会の先生方におかれましては、この間、精力的にご審議を賜ったと

聞いております。大変ありがとうございます。 

 加えて、今日は最後に３つの報告案件がございますが、環境計画部会、温泉

部会、野生生物部会から、それぞれの報告事項がございます。委員の皆様には

お聞き取りいただければと思っております。 

 約２時間弱程度の少し長い会議ではございますけれど、環境行政、科学的エ

ビデンスを持ってしっかりと進めていく必要があるという観点から、非常に私

どもも重要なご審議を賜れればと受けとめておりますので、委員の皆様方には、

最後まで忌憚のないご意見、ご提言などを賜りますようよろしくご審議のほど
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お願い申し上げます。 

司会  次に、資料の確認をさせていただきます。お手元に、議事次第、その裏

面に資料一覧、配席表、そして大阪府環境審議会委員名簿、環境審議会条例、

出席確認票をお配りしております。出席確認票につきましては、委員の皆様へ

の報酬等の手続に際し、皆様の出席を確認させていただく書類でございますの

で、大変お手数ですが、席上にございます書類にお名前をご記入いただきます

ようお願いいたします。なお、出席確認票につきましては、お帰りの際にお席

に置いたままにしていただくようお願いいたします。 

 続きまして、本日追加で配付しております資料について説明いたします。資

料４－１については資料の追加でございます。資料４－２につきましては、事

前に送付しておりました資料から差しかえでございます。最後に、資料の７－

１については、大阪府環境審議会の新たな部会の設置及び部会の統合について

の追加資料でございます。その他の資料につきましては、事前に送付しており

ますとおりでございます。 

 続きまして、６月に行われました第４５回環境審議会以降に新たにご就任い

ただいた委員のご紹介をさせていただきます。 

 近畿経済産業局長、小林委員の代理の牟田様でございます。 

牟田資源リサイクル課課長補佐  よろしくお願いいたします。 

司会  近畿地方整備局長、谷本委員の代理の小山下様でございます。 

小山下環境調整官  小山下です。よろしくお願いします。 

司会  近畿運輸局長、大黒委員の代理の森田様でございます。 

森田計画調整官  森田でございます。よろしくお願いします。 

司会  近畿地方環境事務所長の佐山委員の代理の田中様でございます。 

田中環境対策課長  田中です。よろしくお願いいたします。 

司会  その他のご出席の委員、及び幹事の皆様につきましては、お手元にお配

りしております配席表にお名前を記しておりますので、ご紹介は省略させてい

ただきます。 

 なお、本日の出席委員でございますが、委員定数４２名のうち３４名の方の

ご出席をいただいておりますので、大阪府環境審議会条例第５条第２項の規定

に基づきまして、本審議会が成立しておりますことをご報告申し上げます。 
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 それでは、ただいまいから議事に入りたいと存じます。 

 これ以降の議事につきましては、奥野会長にお願いしたいと思います。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

奥野会長  皆様、改めて、こんにちは。 

 それでは、議事を進めさせていただきたいと思います。よろしくお願いいた

します。ご協力をよろしくお願いしたいと思います。 

 先ほどご案内ありましたように、審議事項３件でございます。 

 第１番目の審議事項は、亜鉛含有量の排水基準に係る経過措置の見直しです。

それと、カドミウム及びその化合物に係る排水基準の見直しについてでござい

ます。 

 これにつきましては、６月に諮問がありまして、専門的かつ幅広い見地から

検討していただくように部会を設置して、そこで審議いただくということにさ

せていただきまして、部会長を津野委員にお願いしましたので、津野委員の方

からご報告をお願いいたします。 

津野委員  わかりました。それでは、ご報告いたします。 

 亜鉛含有量の排水基準に係る経過措置の見直し並びにカドミウム及びその化

合物に係る排水基準の見直しについて検討を行いましたので、その結果につい

てご報告いたします。 

 お手元に、資料１－１として部会報告の概要、資料１－２として部会報告書、

資料１－３として府民意見とその見解をご用意させていただいておりますが、

多岐にわたるために、パワーポイントを用いてご説明させていただきたいと思

います。 

 まず初めに、この排水基準等に係ります法律体系が非常に複雑でございます

ので、排水基準のアウトラインについてご説明させていただきます。 

 公共用水域において排出する事業場に対しましては、水質汚濁防止法で対象

となる事業場特定施設を定め、国が全国一律の排水基準を定めております。し

かしながら、地域によって違うために、その同じ水質汚濁防止法におきまして

は上乗せ条例を定めて、法の対象事業場に対しましてより厳しい上乗せ排水基

準を定めることができることとなっておりまして、大阪府におきましても、上

乗せ条例を定めているところでございます。 
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 また、法の対象外の事業場に対しましても、大阪府におきましては、汚水の

排出が考えられます事業場を対象としまして、生活環境保全条例で法の対象事

業場と同様の排水規制を行っております。 

 排水基準の項目でございますが、有機性の汚濁の指標であるＢＯＤや水生生

物に関する基準であります亜鉛などの一般項目につきましては、国の一律排水

基準では、日平均排水量が５０トン以上の事業場が対象ではございますが、大

阪府では、先ほど述べました上乗せ条例で、日平均排水量が３０トン以上の事

業場に適用しております。 

 一方、カドミウムやシアンなどの健康項目は、すべての対象事業場に排水量

に関わらず適用されております。また、大阪府では、独自に上乗せ条例で、上

水道水源地域には国の排水基準よりも厳しい基準を適用し、環境基準並みの排

水基準を運用しております。 

 今回の検討項目でございますが、ここでお示ししております黄色で書いてご

ざいますが、カドミウムと亜鉛の排水基準の見直しでございます。まず亜鉛に

つきましては、一律排水基準の適用が困難な業種に期限を定めて暫定排水基準

を適用しております。大阪府の上乗せ条例では、電気めっき業の事業場につい

て、一律排水基準の適用が技術的に困難であるために、経過措置として暫定排

水基準を定めております。現在の暫定排水基準は適用期限を平成２５年３月３

１日としておりまして、暫定排水基準の見直しについての検討が必要でござい

まして、この検討をさせていただきました。 

 次に、カドミウムでございますが、先ほどご説明しましたとおり、上水道水

源地域における健康項目の排水基準は、国よりも厳しい環境基準並みの値を適

用しておりますが、カドミウムの環境基準が平成２３年１０月に改正強化され

ました。国の環境基準は改正されましたが、排水基準はまだ改正されておりま

せんが、水道水源保全の観点から、上水道水源地域等の排水基準の見直しにつ

いて検討いたしました。 

 上水道水源地域は、この図に書いてございます網かけの部分でございます。

この部分が上水道水源地域に指定されておるところでございます。 

 水質規制部会は、この検討のためにここに示す間、専門委員会を開かせてい

ただきました。本審議会からは私と池委員、専門委員としまして、大阪工業大
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学の石川教授、摂南大学の島田准教授に加わっていただいたところでございま

す。 

 ６月の環境審議会で諮問を受けまして、２回部会を開催して、部会報告をま

とめました。その間、パブリックコメントの受け付けも行いました。いただい

たご意見の内容は、お手元の資料の１－３のとおりでございます。 

 それでは、まず亜鉛の排水基準についてご説明申し上げます。一番上に書い

てございますのが水質汚濁防止法に基づきます一律排水基準についての経緯で

ございます。それから、２番目のところが大阪府の条例、水質汚濁防止法に基

づきます大阪府の条例での３０トン以上という上乗せ基準の経緯でございます。

それから、一番下が大阪府独自の条例対象事業の基準の経緯でございます。 

 ２番目の大阪府の上乗せ条例におきましては、日平均排水量３０トン以上が

係っているところでございます。平成１８年１２月に国の一律排水基準が５ミ

リグラムパーリットルから２ミリグラムパーリットルに強化され、その際に、

１０業種に一律排水基準の遵守が容易でないとして、５年間の適用期限で暫定

基準が設定されました。大阪府におきましても、これを受けて上乗せ条例と生

活環境保全条例の排水基準を、平成２０年４月に２ミリグラムパーリットルに

強化しておりますが、その際に、府域の実情に照らしまして、電気めっき業以

外の業種については２ミリグラムパーリットルが遵守できると見込まれました

ことから、上乗せ条例におきましても、電気めっき業種１業種についてのみ暫

定基準を設定しております。なお、法においては、平成２３年１２月に暫定基

準の見直しを行っており、電気めっき業を含む３業種は、引き続き暫定排水基

準を適用しているところでございます。 

 公共用水域及び事業場排水の状況でございます。この部会では、この検討に

当たりまして、亜鉛に関する公共用水域と事業場排水の状況について確認をい

たしました。 

 まず、公共用水域の環境基準の達成状況ですが、環境基準には幾つかのラン

クが設けられております。これは、水の利用によって類型当てはめをするとい

う言葉であらわされております。したがいまして、河川ごとにその環境基準の

値は異なることになりますが、環境基準として効力を発揮するということにな

ります。 
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 大阪府の主要河川におきましては、類型指定がなされておりまして、例えば

平成２３年度では、亜鉛の環境基準が設定されている７８地点中７３地点で環

境基準を達成しています。達成できなかった地点については、下水処理場など

の排水、生活排水による影響が考えられます。 

 一方、海域については、国がまだ類型指定していないために、達成非達成の

評価はできませんが、すべての環境基準点で一番厳しい類型である生物特Ａの

環境基準値を満足しております。 

 次に、暫定排水基準が適用されております事業場の排水水質について、平成

２１年度から２３年度までの３年間のデータをまとめて検討しましたところ、

全１３事業場中１０の事業場で一律排水基準を超えているデータがあり、うち

４事業場では暫定排水基準値を超過しているデータがありました。なお、暫定

排水基準を超過した事業場については、所管行政庁において改善指導を実施し

ており、平成２４年度に入りまして、暫定排水基準値を下回っております。 

 電気めっき業の事業者の排水処理においては、現時点では、中小規模の亜鉛

めっき業等の専業等の事業者が多く、原水中の亜鉛濃度が高い。めっき液中に

含まれる添加物やアンモニアなどによって処理が妨害される。この業種におい

て凝集沈殿法という処理方法が用いられることが多いですが、最適なｐＨの管

理が難しいといったような技術的な課題も存在しているところでございます。 

 亜鉛含有量に係る排水基準の経過措置の見直しに当たっての基本的な考え方

について、次のように考えることにいたしました。これは、前回５年前に、排

水基準を強化した際の基本的考え方を踏まえまして設定したところでございま

す。すなわち、可能な限り経過措置の適用を解除するものの、対象事業場の排

水実態を踏まえ、現時点において技術的に上乗せ基準を遵守することが困難な

業種については、引き続き暫定排水基準を設定することとしました。 

 これらを踏まえまして、亜鉛の暫定排水基準の見直しについて、電気めっき

業に属する事業場については技術的な課題から、引き続き一律排水基準の遵守

は容易でないこと、法の暫定排水基準も同様の理由により適用が延長されたこ

とを勘案し、引き続き電気めっき業１業種につきましては、暫定排水基準５ミ

リグラムパーリットルを適用することが適当といたしました。また、暫定排水

基準の適用期限は５年間とすることといたしました。 
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 続きまして、カドミウムについてご報告いたします。先ほど申し上げました

とおり、毒性評価の見直しにより、平成２３年１０月にカドミウムの環境基準

が強化されました。これを受けまして、国の中央環境審議会において排水基準

の見直しが予定されております。現行の大阪府内の事業場に適用される排水基

準は表のとおりでありまして、この排水基準の見直しについて検討いたしまし

た。 

 亜鉛同様、カドミウムにつきましても、公共用水域と事業場排水の状況につ

いて確認させていただきました。平成２３年度は、全測定地点で強化された公

共用水域の環境基準を達成しております。事業場排水につきましては、検討の

対象となる８事業場すべてで現行の排水基準値、上水道水源０.０１ミリグラム

パーリットル、上水道水源以外につきましては０.１ミリグラムパーリットルを

満足しております。うち、上水道水源以外の地域に立地する生活環境保全条例

対象の１事業場については、法の排水基準として想定されます０.０３ミリグラ

ムパーリットルを超えたデータがありますが、排水処理施設の不具合による一

時的なものと府から報告を受けているところでございます。 

 これまでの健康項目に係る排水基準の設定に当たりましては、基本的考え方

を基本に、今回のカドミウムの排水基準見直しに当たっての基本的考え方を確

認しました。上水道水源地域においては、水源の安全性を確保するため、原則

として環境基準値と同じ値を上乗せ排水基準として、法に定める特定事業場に

適用することとしております。 

 この基本的考え方及び事業場排水等の現状を踏まえまして、この表に示しま

すとおり、排水基準を見直すことが適当といたしました。上水道水源地域の事

業場には、上乗せ条例、生活環境保全条例ともに環境基準と同じ０.００３ミリ

グラムパーリットルとし、可能な限り早期に適用する。上水道水源以外の地域

の事業場には、生活環境保全条例の排水基準を法の排水基準と同じとし、法の

排水基準の改正に合わせて適用する。なお、法の一律排水基準においては、従

来からの考え方に基づきますと０.０３ミリグラムパーリットルが適用される

と想定されます。また、見直し後の排水基準は、既存事業場、新設事業場とも

に技術的に対応可能と考えるため、暫定排水基準を設定する必要はないといた

しました。 
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 以上が部会報告でございます。 

奥野会長  ありがとうございました。 

 ６月に諮問させていただいて、その後精力的に、今お話しいただいたように、

かなり細かいところのデータをチェックしていただいて、このような形にまと

めていただきましたこと、ありがとうございます。 

 それでは、ただいまの報告に対しまして、ご質問あるいはコメント、その他

ございませんでしょうか。 

 かなり厳しい目にしていると理解していいんだと思いますが、亜鉛について

はこういう猶予期間を設けるとか、１業種についてそうすると、かなり細かい

ところまで踏み込んで結論を出していただいていますのでいいかなと思います

が、何かコメントはございますでしょうか。 

 もしよければ、今報告いただいたことを本審議会の答申とさせていただきた

いと思いますが、お諮りしたいと思います。よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

奥野会長  ありがとうございます。 

 では、津野委員に報告いただいたとおり、私たちの答申にさせていただきま

すので、ありがとうございました。 

津野委員  ありがとうございます。 

奥野会長  引き続いて、もう１つ、次の議題が生活環境の保全等に関する施策

の見直しということで、こちらについても津野委員の方からお願いしたいと思

います。 

津野委員  それでは、また津野の方から報告させていただきます。 

 お手元の資料２－２が部会報告、Ａ３横長の資料２－１がその概要ですが、

先ほどと同様、パワーポイントを用いて説明させていただきます。 

 知事からの諮問でございますが、本審議事項につきましては、本年１月の第

４４回環境審議会で新環境総合計画の目標達成に向けて、計画では、施策の方

向に掲げた対策がより円滑に展開できるようにとの趣旨で、生活環境の保全等

に関する施策の見直しについて諮問を受けたところでございます。本審議会か

ら私と桑野委員、坂東委員、専門委員として関西学院大学の久野教授、京都精

華大学の服部准教授に加わっていただき、計４回の部会を開催して検討してま
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いりました。 

 部会では、生活環境保全条例制定後の施策を取り巻く状況の変化を整理し、

検討すべき論点を、ここに書いてございます①から④のように抽出いたしまし

た。すなわち、権限移譲が進む市町村との役割分担、事業者による自主的取り

組みなど、規制以外の手法、反応系の大気汚染への対応、そして健康影響のお

それがある場合の情報提供についてでございます。以下に、順に論点について

ご説明させていただきたいと思います。 

 市町村への権限移譲でございますが、大阪府では、「大阪発地方分権改革ビジ

ョン」に基づき、平成２２年度から２４年度までの集中取り組み期間に、希望

する市町村に特例市並みの規制権限の移譲を行っております。権限移譲により、

地域の実情に応じたきめ細かな対応が可能になるとされております。スライド

では、大気汚染防止法を例にとりまして、この権限移譲が始まる前の大阪府が

規制指導を行っていたエリアを青色で示しています。政令市を除く区域の大半

が府の所管エリアでございました。これが今年度までの集中取り組み期間に権

限移譲が行われ、右図のように大阪府の所管は限られた市町村のみと変化して

いるところでございます。環境関連の他法令でも、このような市町村への権限

移譲が進められております。 

 このように権限移譲が進みますと、当然大阪府が果たすべき役割も変化して

まいります。従来からの役割として、広域計画の策定実施、広域的、専門的な

環境問題への対応、緊急時対応などがあったわけでございますが、今後は、市

町村間の調整や市町村への専門技術的な助言、情報提供がより重要になってく

るものと考えられます。 

 このような状況の変化を踏まえまして、権限移譲に伴い、今後は新たな府と

市町村の関係を構築していくことが必要となります。規制実務の遂行に当たっ

ては、市町村における技術系職員の確保ですとか、府職員の経験や技術の蓄積

をいかに継続していくか、さらには、複数市町村にまたがる広域的な問題への

対応など、具体的な課題も幾つか考えられます。 

 こうした課題を克服していくための今後のあり方としまして、まず基本とし

ては、府は市町村への技術的助言等の支援の措置を講じていく必要があります。

現在も、大阪府は事務処理マニュアル等の提供や研修生の受け入れなどの支援
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策を行っておりますが、こうした支援策を継続していくとともに、また、複数

市町村にまたがる問題での連絡調整の緊密化などに留意すべきだと指摘させて

いただいたところでございます。 

 さらに、現行の生活環境保全条例では市町村の責務を規定していますが、府

の条例で、市町村に責務を課すのは地域主権の観点から適切でないことから削

除が予定されております。府と市町村との関係を規定する条文がなくなります

ので、市町村が果たす役割の重要性にかんがみて、府が市町村への技術的援助、

技術的助言等の支援の措置を講ずる等、生活環境保全条例に規定することが望

ましいとさせていただいているところでございます。 

 次の課題でございます。規制以外の手法でございます。例えば、大気汚染防

止法の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出削減では、法による直接な規制と事

業者の創意工夫に基づく自主的な取り組みを適切に組み合わせて実施すると規

定されております。この法による規制と自主的取り組みのベストミックスによ

る取り組みは実際効果を上げていまして、大阪府域のＶＯＣ排出量も目標を上

回る削減が行われているところでございます。 

 自主的取り組みといっても事業者の全く自主的な取り組みにゆだねるのでは

なく、施策として一定の枠組みを構築することによって、自主的な排出削減を

促進する取り組みを今後とも進めていく必要があります。今後新たに規制以外

の施策を構築するに当たっては、事業者が行っている排出削減の努力が社会的

に評価される仕組みや経済的メリットにつながる仕組みが効果的であること、

事業者が持つ排出負荷量等の情報を積極的に公開し、自治体、地域住民と共有

することにより、相互理解を深めていくことが重要であることを提言として取

りまとめさせていただきました。 

 次が反応系の大気汚染への対応でございます。従来から問題になっていまし

た大気汚染は、工場や自動車などから窒素酸化物や粒子状物質など、汚染物質

が排出されることによって生じてまいりました。排出源を規制することによっ

て対策が可能で、その結果、二酸化窒素や浮遊粒子状物質の環境基準は、近年

達成できる状況まで改善されてまいりました。 

 一方、ここでは反応系の大気汚染と呼んでいます光化学オキシダントや微小

粒子状物質は、その大半が大気中で反応することにより生成される物質である
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という特徴がございます。反応のもとになる物質を前駆物質と呼んでいますが、

一部は広域移流により大陸から飛来していることもわかっております。 

 新たに環境基準が設けられました微小粒子状物質（ＰＭ２.５）につきまして

は、常時監視が緒についたばかりでありまして、府域の実態をしっかり把握し

ていく必要があります。反応のもととなります前駆物質がどこから排出されて

いるのか、反応や生成のメカニズムがどうなっているのか、広域的な移流の影

響をどの程度受けているかなどを解明していかないと、有効な対策の検討も進

まないと考えられます。 

 環境モニタリング等により科学的知見の収集に引き続き努めるとともに、今

後必要とされる対策を見据えた調査研究の充実が望まれます。その際、環境モ

ニタリング結果等の情報を積極的に公表することなどを通じて、国や他自治体、

民間の研究機関との連携を強化して取り組むことが効果的と考えられます。ま

た、大気中での反応を抑制するため、前駆物質に相当する窒素酸化物や揮発性

有機化合物などに対して、従来から実施している規制等の対策を着実に実施す

ることも肝要と取りまとめております。 

 最後に、健康影響のおそれがある場合の情報提供についてでございます。行

政情報の透明化が求められている中、健康影響のおそれがある場合の情報提供

についても、より速やかな対応が求められているので、これまでの大阪府の対

応を検証し、検討を行いました。 

 この例は、有害物質による地下水汚染の例でございますが、これが発覚した

場合、周辺住民に井戸水ではなく上水、すなわち水道を飲用するように注意喚

起をするため、汚染があったことを公表する必要があります。過去の公表事例

を検証しましたところ、速やかな対応がとられていることを確認いたしました。 

 一方、建築物等を解体する際に、石綿が使用されている場合には、石綿飛散

のおそれがあります。このため、生活環境保全条例では、作業実施基準や敷地

境界基準を定め、これに違反する場合、作業の一時停止などを命令することが

できるようになっております。過去の違反に関する事例では、直ちに飛散防止

対策を講じるよう指導を行うとともに、改善勧告等の行政措置を行っておりま

すが、公表は改善勧告後になっております。石綿飛散による大気汚染の場合や

その他の事象についても、健康影響のおそれがある場合には、個人情報の保護
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に配慮しつつ速やかに公表する必要があると取りまとめております。 

 以上４つの論点について検討し、市町村との役割分担では、府が広域行政の

役割を担うとともに、市町村に技術的助言等の支援の措置を講じることや、そ

のことを条例に規定することが望ましいとまとめました。規制以外の手法や反

応系の大気汚染につきましては、今後の施策の方向性を示し、健康影響のおそ

れがある場合の情報提供では、検証結果から速やかな公表が必要と取りまとめ

させていただきました。 

 以上が部会報告でございます。 

奥野会長  ありがとうございました。 

 こちらにつきましては１月に諮問を受けましたので、かなり時間をかけて詳

しいところまでまとめていただきまして、委員の皆様にはお礼を申し上げたい

と思います。 

 かなり多岐にわたりますが、４つにまとめていただいておりますので、今の

報告に関しまして、ご質問あるいはコメントがございましたらお願いしたいと

思いますが、いかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。かなり詳しくというか、踏み込んでまとめていただい

ているので質問するところがないのかなという感じはしますが、論点を４つに

分けて、資料２－１を見ていただいたら大体まとめていただいていますけれど

も、市町村の役割分担に広げていく、それから規制以外のものについて、反応

系の大気汚染、そして最後、石綿の例が出てまいりましたけれども。 

 よろしいですか。かなり詳しいところまで議論していただいておりますので、

もしよろしければ、先ほどと同じように、今いただいた報告を本審議会の答申

としたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

奥野会長  ありがとうございました。 

 そのように、部会長をはじめ委員の皆様、どうもありがとうございました。 

 それでは、もう１つの審議事項でございます。 

 新たなエネルギー社会づくりについて、こちらの方につきましては、水野委

員に取りまとめをお願いしておりますので、水野委員の方からお願いしたいと

思います。 
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水野会長代理  それでは、ご報告申し上げます。ちょっとのどをやられていま

すので、お聞き苦しいかと思いますが、よろしくお願いいたします。 

 さて、東日本大震災と原発事故を契機といたしまして、今まで国やエネルギ

ー供給事業者の課題とされてきたエネルギー需給の問題は地域の問題でもある

ということで、本年１月に、大阪府知事から府域における中長期的なエネルギ

ー施策の方向性など、新たなエネルギー社会づくりについて諮問されました。

これを受けまして、審議会委員３名、専門委員３名、計６名の検討部会が設置

されまして、事業者等へのヒアリングも行いながら１０回にわたって検討を進

めてまいりました。資料の３－２が本文ですが、今日は３－１の概要を用いて

報告いたします。 

 左上のⅠ、新たなエネルギー社会づくりに向けた基本的な考え方というとこ

ろをごらんください。これまでは、国や電力事業者が便利・快適な都市活動を

支援するというために、不足しないようにエネルギーを供給するという供給側

（サプライサイド）の発想でシステム構築が行われてきました。この部会で問

題にするのは需要側（デマンドサイド）のあり方でありまして、サービスを受

けるお客様の支援ということではなくて、上手な活動を行うスマートコンシュ

ーマーを支援するということが基本的な姿勢だと考えました。そして、デマン

ドサイドも参加したより発展したエネルギー社会、システムの構築ということ

が問題であり、そこにおける自治体の役割は何かということと問題を位置づけ

ました。 

 このため、本部会におきましては、そこに書いてあります４つの視点から検

討を進めてきましたが、ここのところは後の説明と重複して時間もとりますの

で省略しますが、２つ目のぽつの省エネ社会を積極的に築いていくという姿勢

が必要ということをここで強調しておきたいと思います。 

 なお、新たな施策を考えるときには、実現可能性ということを重視したとい

うことと、費用対効果ができるだけ高い仕組みになるというように留意して検

討いたしました。 

 それでは、２番目の右上のⅡ、エネルギー需給の将来イメージ（２０３０年

度）というところをごらんください。現在、国のエネルギー基本計画はまだ確

定していませんが、この９月に決定された革新的エネルギー環境戦略において、



 －15－

経済成長に慎重ケースと成長ケースという２つのケースを設けて、２０３０年

度の見通しが一定の幅を持って示されました。本部会においては、この見通し

をもとに、同じく慎重ケースと成長ケースを設けまして、原発依存度がゼロ％

と１５％の２つのケースで府域のエネルギー需給の将来イメージを想定しまし

た。 

 ①の再生可能エネルギーというところでございますが、大阪府の特徴として、

再生可能エネルギーがあまりないという現実があります。表にありますように、

太陽光発電は全国平均ぐらいありますが、その他はほとんど賦存しません。部

会では、太陽光発電については、２０１０年度の約１０倍の１５０万キロワッ

トを見込んでおります。供給の不足分はコージェネを含む火力発電に依存する

としておりますが、②にありますように、５０万キロワット程度の増強が必要

であると見込んでおります。 

 それから③のエネルギー消費量でございますが、大阪府はエネルギーの大消

費地でありまして、エネルギー消費の削減に努めるべき地域と考えております。

消費量の将来については、表の中にありますように、次のⅢのところの対策の

実施によりまして、２０１０年度からエネルギー消費量は１１から１４％減と。

表の中には幅を持っておりませんが、これは慎重ケースの結果が示してありま

すので、成長ケースで考えると２つの幅が出ますが、ここは慎重ケースだけ書

いてある。ですから１４％減ということになります。それから、電力消費量は

１５から１７％減、そこに１７％減と書いてありますが、こういう試算をして

おります。 

 また、この概要には記載しておりませんが、この試算結果を国の現時点での

見通しと比較しますと、具体的な数字は省略しますが、電力消費量の減少率は

国の見通しを上回りますが、エネルギー消費量については減少率が残念ながら

下回ります。ただし、温室効果ガス排出量の基準年度である１９９０年度から

の減少率で見ますと、国の見通しを上回るという結果にはなっております。 

 また、温室効果ガス排出量につきましては、これもいろいろなシナリオによ

って変わりますが、老朽した火力発電を、石油火力を高効率ＬＮＧ火力に更新

したと想定する場合は、国の見通しを上回るという試算結果となっております。 

 それでは、３番目の中ほどに書いてあります対策の観点と取り組みの方向性
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というところをごらんください。取り組みの方向性につきましては、１、エネ

ルギー消費の抑制、２、電力需要の平準化と電力供給の安定化、３、再生可能

エネルギーの普及拡大という３つの対策の観点からそれぞれ検討を行いました。 

 本文には、それぞれに対して、現状の実態とか取り組みというように現状を

位置づけて課題整理を行いまして、施策の方向性についての考え方というのを

述べております。そして、例として具体的な施策メニューのイメージというこ

とを挙げております。そこの表の左側に、施策の方向性についての考え方、右

側に、それを受けた具体的な施策メニュー・イメージを記載しています。この

うち、太字で下線を入れている施策につきましては、条例等による制度化の検

討が必要なものと考えております。ここでは時間もありませんので、特徴的な

もののみ説明させていただきます。 

 なお、新しいというポイントを挙げますと、今までのサプライサイド主導の

エネルギー社会では、例えば家庭用のエネルギー消費量を扱うというときには、

標準家庭で標準使用パターンといったものをつくりまして、それで省エネルギ

ー効果を出して議論してきたという十把一からげは典型的なサプライサイドの

発想と言えると思います。実際の生活は極めて多様でありますので、特に、現

在対策がおくれている中小のビルや家庭では、この多様性を考慮できる体制と

いうのが必要になります。そこに書いてあるうちの幾つかは、このような視点

を重視したものとなっております。 

 また、例えば建築物などで、規模別に対応を考えるというようなことに内容

はしておりますが、そういうことも同じような点からのポイントでございます。

また、今までは各セクターがそれぞれ対応していたものを組み合わせたり、協

調して活動する視点というものが新しいものと言えると思っております。 

 それでは、具体例を少し紹介しますが、例えば１行目のエネルギー消費の抑

制のところです。そこの右側へ行きますと、エネルギー供給事業者による報告

制度とステークホルダー会議の開催と書いてあります。デマンドサイドの発想

からはエネルギー需給に関する詳細な情報をベースにするという必要がありま

すので、供給事業者から需給状況について報告を求めるとともに、府民、自治

体、供給事業者がこういった情報を共有しながら地域のエネルギー問題を協議

し、問題解決に向けた取り組みを推進する場、これをステークホルダー会議と
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ここで呼んでおりますが、これを設けることが適当と考えております。 

 また、省エネ型ライフスタイルの転換が２番目です。そこには、個々の状況

に応じた省エネアドバイスが提供できるということが重要になります。そのた

め、大阪の豊富な地域資源とも言える大学とか学協会の支部というのがござい

まして、そういうものの協力を得ながら、３行目にあるような省エネアドバイ

ザー制度などを創設して運営するというようなことが適当と考えます。もちろ

ん先ほどのステークホルダー会議で取り組むことも考えられます。 

 それから、２行下の住宅・建築物の省エネ・省ＣＯ２化です。特に、既存住

宅・建築物は全体のうちの圧倒的多数を占めまして、省エネ・省ＣＯ２の余地

も大きいことから着実に対策を進めていく必要があります。 

 そして、２の電力需要の平準化と電力供給の安定化の中の、今夏の節電対策

の検証と定着とありますが、今年の夏に関西電力管内では１１％の節減ができ

ました。これは地域が共通の目的に向かった成果と言えます。これは今回の目

指す社会の１つの具体的事例と考えてよいと思います。 

 ２行下の右側でございますが、電力供給の安定化には、多様な発電事業者の

早期参入による電源確保と書いてありますが、これも重要と考えております。

国による環境アセスメントの迅速化等の検討の動向も参考にしつつ、高効率で

環境負荷の少ない火力発電や分散型電源の新増設に要する期間の短縮を図る方

策について、もちろん環境保全に十分配慮して検討することが適当と考えてお

ります。 

 それから、４番目の新たなエネルギー社会における関連産業の振興というと

ころをごらんください。ここでは大きく３点を挙げています。 

 １つは、大阪・関西の蓄電池等のエネルギー関連企業や研究機関が集積して

いるポテンシャルを活かすべきであるということが１つでございます。２つ目

は、今後、多様な発電事業や省エネ関連産業などを振興していくべき。３つ目

は、今後のエネルギー関連施策の進展が新たなエネルギー社会における関連産

業の振興につながり、それが新たなエネルギー社会づくりに資するという好循

環につなげていくべきであるというものでございます。 

 最後に、新たなエネルギー社会の構築のために、府が関与できる重要事項が

多いということが明らかになりました。また、事業者等へのヒアリングを通じ
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まして、エネルギー政策の転換への期待と関与の積極的意思というものが確認

されました。府民、自治体、エネルギー供給事業者等のステークホルダーが情

報を共有しながら協働して地域のエネルギー問題に取り組むことにより、経済

と両立させながらスマートな都市活動への転換を進め、大阪の持続的成長につ

ながる新たなエネルギー社会を構築していくことが必要であり、また実現可能

であると考えます。 

 以上が部会報告の概要でございますが、本部会で検討し、取りまとめました

施策の方向性を踏まえて、府が着実に施策を推進されることを期待いたしまし

て、私からの報告を終わります。 

奥野会長  ありがとうございました。 

 これについても１月からですので、かなり時間をかけて、この本文の報告書

を見ていただいたらわかりますように、かなり詳細なデータを示して実現可能

なと、ここまで踏み込んでいるのですが、何かご質問あるいはご指摘、コメン

ト、皆様の方からこの時点でございませんでしょうか。 

 どうぞ。栗原先生、マイクをお願いします。 

栗原委員  各部会の先生方には本当に大変な作業だったと思いますけれども、

ご苦労さまでございます。 

 私、ちょっとこのエネルギー問題に関連して先日委員会で質問させていただ

いたということもあって、何点かお聞きしたいんですけれども、本文の１４ペ

ージに、エネルギー消費量における１９９０年と２０１０年と２０３０年のグ

ラフが記載されてあるんですけれども、これで見ますと、基準年の１９９０年

と比べて、国の方ではエネルギー消費量が若干増えているけれども大阪府では

減っているという報告がある。これとはまた別のグラフなんですけれども、Ｃ

Ｏ２の排出量のグラフを見たところ、１９９０年と比べて２０１０年で若干減

っているんです。２００９年にようやく１９９０年の基準年から下回ったとい

うようなグラフがありまして、言うたらリーマンショックでちょっと景気が落

ち込んだ影響で２０１０年の数字が落ち込んだのだという部局からの説明があ

ったんですね。ですから、節電というよりは、むしろ景気が落ち込んだことで

ＣＯ２の排出量が減った。これもそういうのが関係しているのかなと思うんで

すけれども、そういう意味でいくと、２０３０年のエネルギー消費量が随分減
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っていくというのは好ましいことなんですけれども、具体的にどんなイメージ

なのかなということを１点お聞きしたい。 

 あともう１つ、１６ページに関西電力のＣＯ２排出係数の推移ということで、

原発の稼働が大分抑制された影響で、２０１０年にはＣＯ２の排出係数が全国

的にもあるいは関西電力管内でも、特に関西電力管内の方が原発の稼働率がも

ともと大きかったということもあって随分増えているんですが、２０１０年は

まだ原発が若干動いていましたから、この排出係数は１１年の方がもうちょっ

と大きくなるのかなと思うんですけれども。それで、まとまりがなくてすいま

せん、その前のページに火力発電の発電電力量構成ということで、いろいろな

ケースを想定して書いている場合の排出係数を書いていただいているんですけ

れども、このままでいくと、２０１０年で大阪で０.４５だとすると、例えば、

ゼロシナリオ、１５シナリオだともっと大きくなるのかなと、感覚としてはそ

ういう感じがするんですけれども、ここに書いていただいているように、電力

の発電量構成が違うからだろうというのは何となくはわかるんですけれども、

ちょっとその辺のご説明をいただければと思います。 

水野会長代理  場合によっては、事務局の方が数量的には詳しいかもしれませ

んので、もし何か補足があれば事務局の方からしていただくとして、私の方か

らとりあえずお答えします。 

 最初の問題なんですが、確かに景気が悪くなってエネルギー消費量も減って

きているのではないかというところはございますが、全国では当然増えている

と。大阪だけは非常に敏感だと言われたらそれまでですが、全国でも減ってき

ている。それから、家庭用とか業務用も、これもリーマンショックの影響とい

えばそうかもしれませんが、それも少し減ってきているということがあります

ので、私はすべて景気の影響ではなくて、大阪府全体の環境に意識が高いかど

うかはわかりませんが、わりにそういう問題に気を配っている側面があるので

はないかという楽観的なあれを持っております。 

 ２０３０年には、そこに書いてありますいろいろな対策をとればどれぐらい

下がるのかということでございますが、それを着実に実施することによって、

これは目的ではないんですが、そういった数値は実現できると。ちょっと取り

とめのない答えで申しわけありませんが。 
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 それからＣＯ２の問題は、確かに２０１１年度はどっと上がっている。２０

１１年度の原発の稼働率はたしか２０％ぐらいではなかったかと思います。そ

れまでは四十数％という原発割合がございますので、２０１１年も一部原発が

動いておりましたので、数値が違えばまた事務局から訂正してもらいたいんで

すが、２０％ぐらいになっているという形でここでぐっと上がっているんだと。 

 それから、２０３０年度のところは、ゼロシナリオでは確実に原子力はない

という形でやっておりますので、数量的におかしいことはないと思います。こ

ういう電力の減退になると考えておりますので、これはそういうものだと私は

思っております。それ以上はちょっとコメントのしようがございませんが、何

か事務局の方からフォローがありましたらお願いいたします。 

奥野会長  事務局の方でお願いします。 

金森エネルギー政策課長  エネルギー政策課長の金森でございます。 

 ただいま水野部会長からお話しいただいたとおりで、景気の影響は否定でき

ませんが、産業部門におきましても全国に比べて２０％と、全国ベースで６％

をかなり上回るペースで削減が進んでおりますので、景気の減退以上にやはり

努力をされている部分があると。また、家庭、業務部門等、増加の部門におけ

る増加率も低いということもございまして、そういった努力しろの部分という

のが評価されるべきであるというのは、今部会長が申し上げられたとおりでご

ざいます。 

 さらに、排出係数ですが、これはそれぞれのシナリオにつきまして、ＬＮＧ、

石炭、石油の構成比を複数設定いたしまして、さらに、それぞれについて、７

７ページの方に個別の電源の発電時の排出係数を記載させておりますが、それ

らを乗じて足し合わせ、一定、関西電力の近年の排出係数の実績値を用いて補

正をして設定いたしております。もちろん実際の電源の種類によってこの排出

係数は大きく異なってまいりますので、ＬＮＧ火力が増えますと排出係数は当

然低くなりますし、石炭等は最も高くなりますので、将来、確定的な数字を示

すということは困難ではございますが、一定の試算、前提条件において計算し

た結果としては適切な数値を掲げていただいていると考えております。 

 細かな話ですので、これ以上は口頭で申し上げてもかえってわかりにくいか

と思いますので、以上のような説明とさせていただきたいと存じます。 
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奥野会長  よろしいですか。 

栗原委員  ありがとうございました。 

奥野会長  ほかにございませんか。 

 どうぞ、先生。マイクをそちらにお願いします。 

西田委員  西田と申します。 

 水野先生をはじめ、委員の皆様方には、短期間でこれだけのものを取りまと

めていただいたのは大変ご苦労さまでございました。その上で、ご質問という

か、私が感じましたことを申し上げたいと思います。 

 ご説明の中にもございましたけれども、これを取りまとめるに当たって、実

現可能性と費用対効果を考えたというお話でございましたけれども、原発ゼロ

とか依存度１５％というのが、２０３０年度といえども果たして実現可能なの

かどうかというのは甚だ疑問に思っております。 

 また、経済成長についても、なぜ慎重ケースだけが条件に上がっているのか

というふうなところにも疑問を感じております。その上で、政府の方としても

具体的なエネルギー政策についてはまだよう固めておらない上に、たしか最近

のニュースでは、地球温暖化対策基本法案が廃案になったというような状況の

中で、将来の在阪企業や府民の活動を縛ることになる新たなエネルギー社会づ

くりの制度設計を、必ずしも性急に取りまとめる必要はないのではないか、も

う少し状況を見てからでもいいのではないかと考えております。 

 資料のたしか９ページ目にもございましたけれども、関西の場合、申し上げ

るまでもなく原発依存度が非常に高うございますし、一方では、再生可能エネ

ルギーのポテンシャルが非常に低いという中で、持続可能な経済発展と環境を

両立させていくという視点が非常に欠かせないというふうに考えております。

国際競争のみならず、都市間競争が非常に厳しくなっております中で、政策の

制度設計に当たりましては、海外とかあるいは国内の他都市との比較などを行

われたのかどうかを後ほどわかれば教えていただきたいと思います。 

 私が懸念いたしますのは、規制を強めることによりまして、大阪の企業の活

力が損なわれるということになってまいりますと、経済成長のみならず、雇用

の機会も失われるということで、地域経済にとっては大変重大な事態を招くこ

とになるのではないかと危惧いたしております。特に、大阪の場合、中小企業
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の比率が高いわけでございますけれども、なかなかその形態力からいっても十

分な対応が難しいのではないかと考えておりまして、今後この点につきまして

も、これは大阪府さんとしてぜひ施策面で十分なご配慮をお願いしたいと考え

ています。質問と申し上げますよりも、私の意見でございます。 

奥野会長  先生、コメントがあればどうぞ。 

水野会長代理  １つは、経済成長について慎重ケースと成長ケースで、慎重ケ

ースだけやっているというような発言がありましたけど、中では成長ケースも

一応国を参考にしながらやって、ここの概要の中には慎重ケースしか書いてあ

りませんが一応書いてありますので、その成長率がいいのかどうかというのは

ちょっと問題ですが、やっております。 

 それから、部会報告の本文の中でも書いておると思いますが、ゼロ％か１５％

というのは、そういうことを決めるのは、やはり環境と経済、それから供給安

定性とかセキュリティーとかを総合的に考えるべきであって、それを決めるの

は我々この部会の責務ではない、ミッションではないというふうに思っており

まして、とりあえずゼロ％と１５％でやったときにどんなことになるのかと。

私は、個人的な見解では、やっぱり環境とか経済という点で決して楽ではなく

て大変だと思いますので、こういったデータを見ながら、大阪と府市、統合本

部のエネルギー戦略会議あたりは、そこら辺をどうするかと国に発言するとい

う。それから国がすべきことは、向こうでも委員会をやっていますし、ここは

大阪府がすべきということをやっておりますので、そういうことを踏まえて、

私どもはそういう結論を出したわけではございませんので、どうぞよろしくご

理解のほどお願いいたします。 

奥野会長  ほかに発言ございませんか。 

 よろしいでしょうか。西田先生の方はかなり大阪府向けといいますか、次に

これを受けて施策を立てていくときに、今先生がおっしゃったように、国が決

まっていないのに水野先生はやらなくちゃということで、一応そういう設定で

こういうシミュレーションをやるときは決断してやらないといけませんから苦

労をかけたんだと思いますけれども。 

 ほかにご発言なければ、今いただきました質問でこの報告書ががらっと変わ

ることはないと思いますので、その必要はないかなと思いますが、一応この受
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けたものを答申とさせていただいて、今あったコメントは大阪府にぜひそれを

次に活かしながら、さっきのもそうですけれども、そういうことを要請して、

これを答申として認めることにしたいと思います。 

 よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

奥野会長  ありがとうございました。 

 そういうことにさせていただきたいと思います。 

 それでは、審議事項が終わりまして、あと報告事項が３件ございます。 

 総合計画の方と温泉法と鳥獣保護区の方ですが、温泉法と鳥獣保護区につき

ましては、いつもでございますが、部会の報告を受けて、それが本審議会の結

論ということになりますので。 

 それでは報告を、まず、環境総合計画の進行管理について、これをどういう

ふうにしましょうということで、槇村先生グループでいろいろ議論していただ

きましたことを報告お願いしたいと思います。 

 先生、よろしくお願いいたします。 

南部総務課長  先生、すいません。事務局から先に状況だけ説明させていただ

きます。申しわけございません。 

槇村委員  じゃ、先にお願いいたします。 

奥野会長  失礼しました。私の方のミスです。事務局から。 

南部総務課長  本日お配りしております資料の４－１に概要を取りまとめてご

ざいますが、かなり字が細こうございますので、正面のスクリーンでお示しさ

せていただきます。 

 まず、大気環境の状況でございますが、府内には１０５カ所の測定器がござ

いまして、継続して測定したデータで見ますと、左側が二酸化窒素の濃度、右

側が浮遊粒子状物質の濃度、ともに年平均値は右肩下がり、改善傾向にござい

ます。環境保全目標は、高い濃度となった日の発生頻度で判断いたしますので、

二酸化窒素は全測定局で目標を達成しております。また、浮遊粒子状物質は、

５月に黄砂の影響で２日間連続基準値を超過したため、一部の局で未達成とな

ってございます。 

 次に、水質環境の状況でございます。河川水質、折れ線グラフの黒の部分で
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ございますが、工場、事業場の排水処理対策や下水道の整備などによりまして、

おおむね改善傾向にございます。ＢＯＤの環境保全目標達成率は２０１１年度

で８７.７％となってございます。一方、海域の水質、これは赤でございますが、

グラフで見ていただきますとおり横ばいの傾向でございまして、ＣＯＤの目標

達成率は６６.７％となってございます。 

 次に、騒音の状況でございます。道路沿道における環境保全目標の達成率は

上昇傾向です。グラフがだんだん下に行くほど年度が直近になります。最下段

のグラフが２０１０年度でございまして、昼、夜ともに基準値以下でありまし

たのが全戸数中９１.８％となってございます。 

 次に、化学物質の状況でございます。まず左のダイオキシン類でございます

が、１９９９年にダイオキシン類対策の特別措置法が制定されて以降、構造基

準に不適合な焼却炉を廃止するなどの対策が進みまして、府内の排出量は大幅

に減少しております。また、右側のグラフ、人や生態系に有害性があり、ＰＲ

ＴＲ法の対象となっております化学物質の排出量の推移をお示ししております

が、おおむね減少傾向にございます。 

 先ほどの新たなエネルギー社会づくり検討部会でも少しご議論ございました

けれども、地球温暖化の状況でございます。２０１０年度の温室効果ガスの排

出量、グラフの一番右端の部分でございますが、５,０８１万トンとなっており

まして、基準年が一番左端、１９９０年でございますが、比べますと１２.１％

減少しております。しかしながら、このうち二酸化炭素は、棒グラフの青の部

分でございますが、１９９０年と比べまして３.２％の減少にとどまっておりま

す。 

 これも先ほどの部会の資料にもございましたが、ご案内のとおり、火力発電

所の割合が高くなっております。このため、１キロワットアワーの電力を使用

する際に、どれだけのＣＯ２を排出しているのかを示す値を電力の二酸化炭素

排出係数と申しますが、これは増加しております。電力不足に対応するため、

関西全体で節電の取り組みが進んでいる状況でもございますが、先ほどお示し

しました二酸化炭素についても、２０１１年度は増加する見込みでございます。 

 次に、府内における太陽光発電設備の導入状況ですが、２０１１年度末現在

で約１７万９,０００キロワット分が導入されてございます。これは前年の２０
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１０年度と比較して２５.２％の増加となっておるところでございます。 

 続いて、ヒートアイランドの状況でございます。グラフでお示ししています

が、上側が大阪府の状況で、年平均気温も上昇傾向にございます。最近は、こ

の年平均気温の上昇はやや鈍化をしてございますが、依然、全国と比べますと、

かなり上回っている状況にございます。 

 また、年間の熱帯夜の日数、これも大阪は赤の分ですが、他の都市と比較し

ても多うございまして、特に、近年４０日を超えるという状況が続いてござい

ます。 

 次に、廃棄物の減量化・リサイクルの状況でございます。一般廃棄物の排出

量の推移については、グラフ右端の２０１０年度の１人１日当たりのごみの排

出量、リサイクル率ともに全国ワーストワンとなってございます。その要因と

いたしましては、リサイクル可能な資源物が事業系のごみに混入していること

などが考えられます。なお、排出量そのものは、見ていただくとおり年々減少

しております。左端の２００５年度と比較しまして１８％減。これは全国平均

の１４％減を上回るペースで減少してございます。 

 最後になりますが、産業廃棄物の状況でございます。特に、見ていただくと

わかりますが、グラフの青の部分、最終処分量の減少が顕著でございます。２

０１０年度は４７万トンとなってございまして、２００５年度と比較して約３

０％減少してございます。 

 以上で、環境の状況についての説明を終わります。 

 これらの状況を踏まえまして、この後ご説明いただきます環境総合計画の点

検評価結果についてご確認いただければと思います。どうぞよろしくお願いい

たします。 

奥野会長  どうも失礼いたしました。 

 まず大阪府の環境のこういう変化をご報告して、それを踏まえてこの計画を

どう管理していくかということを、槇村先生、すいません、よろしくお願いし

ます。 

槇村委員  今、大阪の環境の状況ということでご報告ございましたけれども、

大阪２１世紀の新環境総合計画について、環境総合計画部会で点検評価を実施

いたしましたので、槇村から報告させていただきたいと思います。 
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 資料４－２でございますけれども、参加いただいた石井委員、福岡委員、坂

東委員、大橋委員、逸見委員でございます。 

 ただいまご説明ありました資料４－１が平成２３年度の環境の状況及び講じ

た施策でございます。 

 次のページの資料４－２でございますが、点検評価の概要、資料４－３が点

検評価結果、資料４－４が点検・評価項目でございます。 

 本日は２枚目の資料４－２の点検評価の概要を用いて説明させていただきま

す。大阪府は、平成２３年３月に大阪２１世紀の新環境総合計画を策定いたし

ました。この計画では、毎年度のＰＤＣＡサイクルと複数年（３年から４年）

ごとのＰＤＣＡサイクルで進行管理を行うこととしております。 

 進行管理の進め方につきましては、昨年度に、環境総合計画部会において集

中的に審議を行った結果である新環境総合計画の効果的な推進と進行管理のあ

り方についての環境審議会答申に基づきまして、進行管理をするということと

しております。 

 進行管理の方法は、毎年度サイクルとして、大阪府において毎年度作成する

「講じた施策」に取りまとめられる施策・事業の進捗状況等をもとにした全分

野の進行管理を施策・事業ごとに設定した「取組指標」（アウトプット）の進捗

を中心に点検評価を行うこととしています。加えまして、環境総合計画の柱で

あります「低炭素」、「循環」、「生物多様性」、「健康」に「快適」を加えました

５つの分野から、毎年度、１つまたは２つの分野を選定いたしまして、重点的

に点検評価する分野を設定いたしまして、その分野について、より詳細な点検

評価を実施することとしております。 

 複数年度ごとのサイクルは、２０２０年の目標（アウトカム）を中心に、計

画に掲げた施策の方向や主要施策の実施効果の点検評価をすることとしており

ます。また、点検評価結果に基づき、必要に応じて計画を柔軟に見直しするこ

とができるようにしております。 

 進行管理における本部会の役割は、府議会や府民代表による点検評価に加え

まして、専門的な視点から点検評価を行うこととしています。 

 お手元に資料４－４というのがございます。表になったものでございます。

資料４－４の環境総合計画の点検・評価項目をごらんください。環境総合計画
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部会における点検・評価項目を表に整理したものでございます。 

 今回は初めてございますので、毎年度サイクルの点検評価になりますので、

取組指標の達成状況と、一番下のところにありますが、新規施策・事業の提案、

施策・事業の改善方策の提案について議論をいたしました。 

 申しわけございませんが、また資料４－２の方にお戻りいただきたいと思い

ます。 

 左下の環境総合計画部会における点検評価をごらんください。平成２４年８

月１６日に部会を開催いたしまして、「平成２３年度における環境の状況及び講

じた施策」をもとにした全分野の施策・事業の点検評価と、低炭素・省エネル

ギー社会の構築と資源循環型社会の構築の２つの分野を対象にした重点的な点

検評価を行いました。 

 右側をごらんください。点検評価の総括というところでございます。全般的

な事項でございますが、部会では、今回初めての点検評価でございまして、点

検評価の方法につきましては、実際に点検評価を行いながら必要な改善を行っ

ていくことを申し合わせました。また、部会での点検評価は、単に事業の効率

性という観点からではなく、計画の目標達成に個別の施策がどれだけ寄与して

いるのかという視点を重視して点検評価をすることといたしました。 

 今回、初めての部会での点検評価でもありまして、施策・事業の内容以外に

も、府で自己点検する際に課題や改善方策を明示することなどの点検評価方法

に関する意見が多く出され、次回以降、改善していくことといたしました。 

 全分野の個別施策事業につきましては、「講じた施策」をもとにした点検評価

を実施いたしました。全般的に施策・事業は想定どおりの自己点検評価結果と

なっておりまして、おおむね順調に進んでいることが認められました。 

 施策・事業に関する主な意見に対しましては、例えば、大阪湾の水質改善と

豊かさ（漁獲量の確保）の関係につきましては、水質（栄養塩）と漁獲量の関

係の研究成果を踏まえて引き続き検討する。あるいは、ヒートアイランド対策

につきましては、引き続き、温暖化防止条例による大規模事業者の取り組み促

進や中小事業者の省エネ支援等によりまして、人工排熱の削減対策を推進する

という府の回答が得られました。今後は、あらかじめ抽出した個別の施策・事

業をより詳細に点検評価することといたしました。 
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 重点分野につきましては、低炭素・省エネルギー社会の構築と資源循環型社

会の構築の２つの分野について、本年３月に策定した地球温暖化対策実行計画

と循環型社会推進計画の取り組みを中心に、府の説明を聴取いたしました。低

炭素の分野では、森林整備によるＣＯ２吸収が量的に期待できないのであれば、

重点施策としての位置づけは再評価すべきとの意見がございました。また、資

源循環の分野では、一般廃棄物の減量化に関する目標の達成に向けた取り組み

において、府と市町村の役割を一層明確にしながら進める必要があるとの意見

がございました。 

 その他、たくさん部会で意見がございましたので、今日は時間がありません

が、資料の４－３をごらんいただきたいと思います。この資料４－３では、た

くさんの指摘事項に対しまして、府のご回答いただいたものが細かく記載され

ておりますので、また後ほどごらんいたただければと思います。 

 また、資料４－２にお戻りいただきまして、右の一番下の今後の対応という

ところをごらんください。 

 今回の部会における議論の結果を踏まえまして、次回の部会におきましては、

点検評価の方法を改善していくことといたしております。また、重点分野の点

検評価方法は、事務局において検討するということとなりました。今回の点検

評価では、点検評価方法に関するもの、全分野に関するもの、重点分野に関す

るもの等々、初めてでございましたので大変多くの意見が出されましたけれど

も、この点検評価結果は、府において次年度以降に反映させていただくようお

願いしたいと思います。 

 このような形で、環境総合計画部会で、大阪２１世紀の新環境総合計画の点

検評価結果をまとめました。 

 私の方からの報告は以上でございます。 

奥野会長  ありがとうございました。 

 この総合計画に関しまして、その管理をどうしていくかということで、先生

チームに、この部会にお願いしたところでございますが、今の報告に関しまし

て、ご質問あるいはコメント、何かお気づきの点があればどうぞお願いしたい

と思います。 

水野会長代理  点検評価のやり方につきましては大変結構かと思いますが、個
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別の項目で、点検評価の総括という４－２の右側の中に、ヒートアイランド対

策についてというのがございますが、人工排熱の削減対策を推進すると書いて

あるんですが、これはいろいろな意見がもちろんあるんですが、ヒートアイラ

ンドを引き起こしているのは、人工排熱よりもむしろ地表面とか建物の表面か

ら昼間に蓄えられた太陽熱が出てくるというのが主原因だと私は思っていて、

大阪府もそのように実は指導というか、助言しているんですが、人工排熱だけ

促進すると書かれるとちょっと違うんじゃないかと思っていますので、その点、

専門的立場からコメントさせていただきます。 

槇村委員  ありがとうございます。ここに書かれている文言は概要をまとめた

ものだけでございますので、詳細にはいろいろ検討しておりますので、本文の

方にはきちっと書かせていただいておると思いますが、ご容赦いただきたいと

思います。ありがとうございます。 

奥野会長  ほかに何かございませんでしょうか。 

 よろしいでしょうか。こういう形で、きっちりＰＤＣＡをここにも使おうと

いうこの試みはいいと思います。ただ、やり方をうまくやらないと、ここを設

定したから何とかという細かいことまでやるとなかなかそういうところまでい

かないので、環境のこういう計画に対してうまくいく方法というか、それをぜ

ひ、検討すると書いていらっしゃるので、そういうふうにお願いしたいと思い

ますし、府の方にも何か二重にこういうふうにすることはすごくいいことだと

思うので、ぜひ工夫していただきたいと思います。 

 これについてはよろしいでしょうか。報告だから、ありがとうございますで

いいのかな。 

 これを踏まえて府の方でよろしくお願いしますと、私から発言すればいいん

ですね。槇村先生をはじめ、委員の皆様に感謝申し上げます。 

 それでは、この審議会でいつもございますが、温泉法に基づく温泉掘削許可

についてはいつも益田先生にお願いしていますが、よろしくお願いしたいと思

います。 

益田委員  益田でございます。 

 では、報告させていただきます。平成２４年８月２１日に温泉部会を開催い

たしました。そこでの結果について報告いたします。 
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 それでは、お手元にお配りしております資料５、これは両面コピーで１枚物

でございます。それをごらんいただきたいと存じます。 

 平成２４年度第１回温泉部会では、知事から諮問のありました温泉掘削許可

申請１件につきまして審議いたしました。この１件は、裏面の方に示されてお

ります。 

 温泉掘削許可申請につきましては、既存温泉への影響など、温泉の保護とい

う観点から、申請地の地質状況、掘削深度などについて審議いたしました結果、

許可することに支障なしと決議いたしました。 

 以上でございます。 

奥野会長  ありがとうございました。 

 先ほど言いましたように、この温泉部会は常設部会でございまして、そこで

の部会のこの決議、支障なしということが審議会の決議とすることになってお

りますのでご了解くださいませ。 

 ありがとうございました。 

 続いて、３番目の箕面勝尾寺鳥獣保護区特別保護地区の指定につきまして、

これも常設部会の野生生物部会でございますが、石井委員の方から報告をお願

いいたします。 

石井委員  野生生物部会長の石井でございます。 

 特別保護地区の指定についてご報告申し上げます。 

 資料６の大阪府環境審議会野生生物部会報告書をごらんください。 

 ６月２９日に開催されました大阪府環境審議会野生生物部会におきまして、

知事から諮問のございました箕面勝尾寺鳥獣保護区特別保護地区の指定につい

て審議を行いまして、同日付で大阪府環境審議会会長から知事あてに答申を行

いました。 

 大阪府では、野生鳥獣の保護繁殖を図りますために鳥獣保護区の指定に努め

ておりますが、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律では、鳥獣の保護繁

殖を図る上で、特に必要な地区については鳥獣保護区の区域内に特別保護地区

を指定し、建築物等の新築や改築、水面の埋め立て、樹木の伐採など、鳥獣の

保護繁殖に影響を及ぼすおそれのある行為を規制できることになっています。 

 現在大阪府には１８カ所、合計で１万２,８０１ヘクタールの鳥獣保護区がご
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ざいますけれども、特別保護地区は、この箕面勝尾寺鳥獣保護区内に指定して

おります本地区のみということでございます。この特別保護地区が本年１０月

末に指定期間が満了となりますため、鳥獣保護法及び府が定めた第１１次鳥獣

保護事業計画に基づきまして、指定期間の延長を行い、更新したものでござい

ます。 

 では、２ページの区域、３ページの区域図をごらんください。区域は更新前

と同じく箕面勝尾寺鳥獣保護区内に設置されている府営箕面公園の区域のうち、

箕面川の河川区域、滝道及びその法面、並びに昆虫館及びその附属施設の区域

を除いた区域となってございます。面積は約７０ヘクタールあります。存続期

間は平成２４年１１月１日から平成３４年１０月３１日までの１０年間という

ことでございます。 

 指定目的ですけれども、当地区は、都市近郊に位置しながら豊かな自然環境

に恵まれた地域として知られ、シイ類、カシ類等の照葉樹林を主体にした植生

は、渓谷部のイロハモミジ、ケヤキ林と相まって、野生鳥獣のすぐれた生息環

境を形成しています。後ろの方に、きれいなカラーでお見せしたかったんです

けれどモノクロですが、４ページから８ページにわたって、景観あるいは生物

等の紹介がございます。 

 更新に当たり実施した調査におきましては、１１６種の鳥類の生息が確認さ

れ、オオタカ、サンンショウクイなどの環境省レッドリスト掲載鳥類９種のほ

か、トラツグミ、カワガラスなど多くの大阪府レッドデータブック掲載鳥類が

確認されております。また、哺乳類では、国指定の天然記念物であるニホンザ

ルあるいは大阪府レッドデータブック掲載種であるニホンリスなどの生息が確

認され、野生鳥獣の良好な生息地となっています。このため、当地区は、箕面

勝尾寺鳥獣保護区の中でも特に保護を図る必要があると認められることから、

引き続き特別保護地区に指定し、野生鳥獣及びその生息地の保護を図るものと

いうことでございます。 

 以上で報告を終わります。 

奥野会長  ありがとうございました。 

 引き続き１０年間という報告でございますが、何かご質問はございますでし

ょうか。 
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 よろしいでしょうか。ここも先ほどお話ししましたように、既に部会で決め

ていただいていますので、この審議会の決議ということにさせていただきます

が、引き続き、こういうところを続けていきましょうということでよろしいで

しょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

奥野会長  ありがとうございました。 

 それでは、報告事項、その他がございます。 

 大阪府環境審議会の新たな部会の設置及び部会の統合についてということで、

これは事務局の方から、説明をよろしくお願いします。 

南部総務課長  事務局の南部でございます。説明申し上げます。 

 資料７－１と右肩に書いたものをお手元にご用意くださいませ。 

 まず初めに、全庁的に実施いたしておりました規則や要綱で設置する会議体

の見直しについてご説明させていただきます。地方自治法では、外部の有識者

等が参画し、調停、審査、諮問または調査を行う会議体、この環境審議会もそ

うでございますが、こういったものについては、法律又は条例により附属機関

として設置することとなっております。これについて、近年、他の地方公共団

体の住民訴訟や住民監査請求による監査結果におきまして、規則や要綱で設置

している会議体が実質的には附属機関であるにも関わらず、条例で設置されて

いないとして違法との判断が示されております。そうした状況を踏まえ、今般、

大阪府におきましては、設置している会議体の総点検を実施いたしました。そ

の結果、附属機関として設置することが適当とされた会議体のうち、大阪府環

境審議会での審議事項に該当する会議体が２つございました。 

 下段の表をごらんください。大阪府地球温暖化対策推進委員会と大阪府リサ

イクル製品認定審査委員会でございます。それぞれの審議事項は記載のとおり

でございます。 

 本日お諮りいたしますのは、この２つの委員会につきまして、審議会条例第

６条第２項に基づき、新たな部会として設置するというものでございます。な

お、リサイクル製品認定部会につきましては、定期的な審議が必要でございま

して、部会の決議を審議会の決議とさせていただきたいと考えております。 

 資料７－１の裏面をお開きください。 
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 続きまして、水質測定計画部会と水質規制部会等の統合につきまして、ご説

明いたします。 

 現在、関係する案件があるごとに、水質規制部会や水質環境基準部会を設置

し、審議をいただいておりますが、下段の表のとおり、今後も毎年審議案件が

予定されておりまして、常設である水質測定計画部会と統合し、平成２５年度

から新たに水質部会として設置するものでございます。なお、法改正などに合

わせ、迅速に審議が必要ですので、（１）主な審議事項に記載しております①排

水基準の設定、③総量規制基準の設定、④測定計画の作成の３点につきまして

は、部会の決議を審議会の決議とさせていただきたいと考えております。 

 なお、新たな部会の運営要領は、その後の資料７－２、７－３、７－４にお

つけしてございます。 

 説明は以上でございます。 

奥野会長  ただいまのご説明、２つの新しい部会と、１つ統合しましょうとい

うことでございますが、何かご質問、ご意見、コメントはございませんでしょ

うか。 

 よろしいでしょうか。きっちりしましょうということが最初の２つで、最後

は１つにした方がいいですねと、かなり常識的だと思いますが、今までできな

かったということは残念だったかもしれませんが、この機会にできたのでいい

んじゃないでしょうか。 

 よろしいでしょうか、皆様。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

奥野会長  それでは、これはこの方向でさせていただきたいと思いますので、

ありがとうございました。 

 以上で、私の方で用意したものは全部終わりでいいですか。 

 本日予定していたものは一応終わりですので、司会に返せばいいですか。 

 よろしくお願いします。 

司会  ありがとうございました。 

 閉会に当たりまして、環境農林水産部長の中村からごあいさつ申し上げます。 

中村環境農林水産部長  改めまして、府の環境農林水産部長、中村でございま

す。閉会に当たりまして、御礼を兼ねまして、一言だけごあいさつを申し上げ
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たいと存じます。 

 本日は長時間にわたり、多岐にわたる審議事項についてご熱心に審議を賜り

まして、まことにありがとうございました。 

 ただいま奥野会長にお取りまとめいただきましたとおり、３本のテーマにつ

いて答申として頂戴いたしました。すなわち、亜鉛含有量の排水基準に係る経

過措置の見直し並びにカドミウム及びその化合物に係る排水基準の見直し、生

活環境の保全等に関する施策の見直しについて、新たなエネルギー社会づくり

についてでございます。いただきました答申につきましては、当然でございま

すが、今後、府の施策に具体的に反映できるよう検討を急いでまいります。そ

の際に、府民の生活環境、健康影響に関わる施策につきましては、エビデンス

を持って事業者のご理解を賜りながら取り組んでまいるべきということで、そ

のような姿勢で進めてまいりたいと考えております。 

 一方で、本日ご意見も頂戴しましたが、新しいエネルギー社会の構築に向け

ての答申あるいはこれに係るご意見等々につきましては、申すまでもなく国の

方向でございますとか、地域経済への影響、事業者、府民の皆様のご理解、あ

るいは広域行政ではございますが、地方自治体としての府としての守備範囲、

本府の厳しい財政状況を踏まえた上での事業の費用対効果といったことを見き

わめながら具体化していく必要があると考えてございます。 

 そういうことも含めまして、今後は、答申を賜りました後、府行政に対しま

して、審議会の委員の皆様としての引き続きのご意見、ご指導、ご助言などを

賜ってまいりたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 また、報告関係では、今回初めて労をお願いいたしました環境総合計画の進

行管理についても、点検評価について個々の項目ごとの考え方、視点などもお

示しいただいたところでございます。残余の報告などを含めまして、着実に環

境行政として進めてまいりたいと思います。 

 先生方におかれましては、今後とも本府の環境行政に格別のご支援、ご協力

を賜りますようお願い申し上げまして、簡単ではございますが、御礼を兼ねま

しての閉会のあいさつといたします。 

 本日はまことにありがとうございました。 

奥野会長  どうもありがとうございました。 
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司会  本日予定しておりましたものは以上でございます。 

 なお、お名前をご記入いただきました出席確認票は、お席の上に置いたまま

お帰りいただきますようお願いいたします。 

 これで本日の審議会を終了させていただきます。長時間まことにありがとう

ございました。 

── 了 ── 


